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クレハプラスチックス株式会社との吸収合併（簡易吸収合併）に関するお知らせ 

当社は、2010年 1月 19日開催の当社取締役会において、2010年 4月 1日に当社の連結子会社であ

るクレハプラスチックス株式会社（以下「クレハプラスチックス」）を 100%子会社とした上で、2010

年 7月 1日を効力発生日として、下記のとおり、吸収合併することを決議いたしましたので、お知ら

せいたします。 

なお、本合併は、連結子会社との簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示し

ております。 

 

記 

 

1. 合併の目的 

「ＮＥＷクレラップ」及び業務用食品包装材の製造を行っているクレハプラスチックスとの一体

化により、開発、製造、販売の一元管理体制を構築し、経営資源の効率的な活用による事業基盤の

一層の強化を図るものです。 

 

2. 合併の要旨 

(1) 合併の日程 

合併基本方針承認取締役会   2010年 1月 19日 

合併決議取締役会       2010年 4月 20日（予定） 

合併契約締結         2010年 4月 20日（予定） 

効力発生日          2010年 7月 1日（予定） 

なお、本合併は、当社においては会社法第796条第3項、クレハプラスチックスにおいては会

社法第784条第1項の規定に基づき、合併契約に関する株主総会の承認決議を経ずに行います。 

 

(2) 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併とし、クレハプラスチックスは解散いたします。 

 

(3) 合併比率及び合併交付金 

当社は、2010年 4月 1日にクレハプラスチックスの全株式を所有する予定であり、合併比率の

取り決めはありません。また、合併による新株式の発行、資本金の増加及び合併交付金はありま

せん。 

 

(4) 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

消滅会社であるクレハプラスチックスは、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりま

せん。 

 



3. 当事会社の概要 

  存続会社 消滅会社 

(1) 商号 株式会社クレハ クレハプラスチックス株式会社 

(2) 
所在地 東京都中央区日本橋浜町三丁目

3番2号 

茨城県小美玉市上玉里2221番地

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 岩﨑 隆夫 代表取締役社長 佐川 正 

(4) 
事業内容 機能製品事業、化学品事業、

樹脂製品事業、その他事業 

合成樹脂の成形加工 

(5) 資本金 12,460百万円 348百万円 

(6) 設立年月日 1944年 6月 21日 1969年 2月 12日 

(7) 
発行済株式数 

(2009年9月30日現在) 

普通株式 181,683,909株 普通株式 346,400株 

(8) 決算期 3月 31日 3月 31日 

(9) 

大株主及び持株比率

(2009年9月30日現在) 

日本トラスティ・サービス信託 

銀行株式会社(信託口)  9.4% 

明治安田生命保険相互会社7.6%

東京海上日動火災保険株式会社 

7.4% 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）      6.5% 

第一三共株式会社        3.2% 

株式会社クレハ         64.2% 

クレハサービス株式会社 35.8% 

（注） 

(10) 売上高 143,741百万円（連結） 14,805百万円（単体） 

(11) 営業利益 9,456百万円（連結） 76百万円（単体） 

(12) 経常利益 8,650百万円（連結） 50百万円（単体） 

(13) 当期純利益 3,373百万円（連結） △33百万円（単体） 

(14) 純資産 97,074百万円（連結） 1,636百万円（単体） 

(15) 

2009年

3月期 

総資産 182,224百万円（連結） 8,102百万円（単体） 

（注）クレハサービス株式会社が保有するクレハプラスチックス株式は、2010年 4月 1日付の会社分

割により当社が承継することを予定しております。 

 

4. 合併後の当社の状況 

商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金及び決算期について、変更はありません。 

 

5. 今後の見通し 

本合併による当社の連結業績への影響は、軽微であります。 

 

以上 

 


